
※要件に該当するか確認するため、以下の「回答」「根拠資料」に記入お願いします。
 また、根拠資料を添付お願いします。（根拠資料が重複する場合、１部のみの添付）

合否

合否

Q1-2：本家と申請者が同一世帯であった時期
はいつでしょうか？
⑴ 住民票等で本家と申請者が同じ世帯だった
証明が必要です

同一世帯だった時期：
昭和60年1月から
 令和2年11月まで

住所5：中城村字津覇500-6
令和2年9月～現在

確認事項

○

回答

住所2：北中城村字安谷屋200-2
昭和50年3月～平成2年5月
住所3：宜野湾市普天間1-2-3
平成2年5月～平成15年8月

２ 予定建築物の用途が、自己の居住の用に供する一戸建ての専用住宅であること。

【チェックリスト（令和５年１月版）】
沖縄県開発審査会提案基準第１号

線引き前所有地の「分家住宅」の取扱いについて
  自己の居住の用に供するいわゆる分家住宅を建築する目的で行う開発又は建築行為が、次に掲げるすべて
の要件に該当するものであること。

１ 本家（申請者の血族三親等の範囲内の者で、かつ、申請者と世帯構成員である者、又はあった者）が、
申請地と同一市町村又は隣接市町村において、線引前（昭和49年8月1日より前）から生活の本拠を有する
こと。

確認事項

Q1-1：本家はどなたでしょうか？
⑴ 本家は、申請者の血族三親等以内の者で
Q1-2、Q1-3を満足する必要があります
⑵ 本申請に限った本家であり、長男家系や父
親のみ等の制約はありません

回答

本家の氏名：開発花子
申請者との続柄：母
申請者からの親等数：１

根拠資料

☑戸籍謄本
※申請人との続柄が関
係できるもの

 なお、根拠資料には、どの回答に連動する根拠資料か分かるように、「Q○-○」と書いた付箋紙を貼り
付けた状態で、申請お願いします。（例：Q1-2の根拠資料として戸籍の附票を付けた場合、戸籍の附票に
「Q1-2」と書いた付箋紙を貼り付け）

○

○

○

☑住民票
☑戸籍の附票

住所1：中城村字当真100-1
昭和30年1月～昭和50年3月

住所4：西原町小那覇321-4
平成15年8月～令和2年9月

Q2：予定建築物の用途は何でしょうか？
⑴ 自らが住むための一戸建てのみ許可してい
ます

自己の居住用の一戸建て専用住
宅に  該当  非該当

☑建築物概要書
☑配置図
☑各階平面図

根拠資料

Q1-3：本家の人は、線引前（昭和49年8月1日
の前）から現在まで継続して、申請地と同一
市町村又は隣接市町村で生活されています
か？
⑴ 昭和49年8月1日より前の住所から現在まで
の本家の住所履歴を右記に記入お願いします
⑵ 「同一市町村又は隣接市町村」とは、例え
ば、申請地が中城村の場合、隣接市町村は、
中城村に接している市町村となります

☑住民票
☑戸籍の附票

申請市町村：中城村

回答例



合否

Q3-2：（Q3-1で市街化区域内に土地を所有し
ている場合）当該土地において建築物を建築
することができない明白な理由はあります
か？

 開発太郎、開発花子は市街化
区域内に土地を3筆所有してい
るが、全ての土地は30㎡以下と
狭小となっており、建築物を建
築出来ない

○

○

Q3-1：申請者、配偶者及び申請者の親は、市
街化区域内に土地を所有していますか？
⑴ 申請者、配偶者及び申請者の親の居住地、
本籍地が分かる資料を添付お願いします
⑵ 申請地、居住地、本籍地それぞれの市町村
課税担当課にて、申請者、配偶者及び申請者
の親それぞれの固定資産課税台帳または無資
産証明書を入手して下さい
⑶ 申請地、居住地、本籍地以外の他市町村に
ついては、無資産申告書で資産が無い旨をそ
れぞれ自己申告して下さい
⑷ 土地を所有している場合、所有地が市街化
区域・調整区域どちらに位置しているか都市
計画区域図上で示して下さい
⑸ 複数人が申請者となる場合、申請者それぞ
れの親の確認も必要です（それぞれの親の
チェックリストも作成お願いします）
⑹ 申請者の親等が亡くなっている場合も、原
則資料の添付をお願いします
⑺ 居住地、本籍地が線引されていない区域
（那覇広域都市計画区域以外）の場合は、市
街化区域の設定が無いため、上記⑵の根拠資
料は必要ありません

【左記⑴関連】
☑住民票（本籍入り）
【左記⑵関連】
☑固定資産課税台帳
  又は
☑無資産証明書
※申請者、配偶者及び
申請者の親 それぞれ
の 申請地、居住地、
本籍地 分が必要です
【左記⑶関連】
☑無資産申告書
※運用基準p.216を基
に申請者で作成
☑印鑑証明書
【左記⑷関連】
☑都市計画区域図に所
有地を示したもの
※「沖縄県地図情報シ
ステム」等を活用し、
作成して下さい

確認事項 回答 根拠資料

３ 申請者、配偶者及び申請者の親が、市街化区域内に土地を所有していないこと、又は所有している場合
であっても当該土地において建築物を建築することができない明白な理由があること。かつ、申請者とその
配偶者が利用可能な住宅用建築物を所有していないこと。

☑回答根拠を示す登記
簿、図面、写真等

申請者氏名：開発一郎
申請地：中城村
居住地：那覇市
本籍地：西原町
市街化区域内に土地を所有
  している  していない
配偶者氏名：開発一子
申請地：中城村
居住地：那覇市
本籍地：西原町
市街化区域内に土地を所有
  している  していない

申請者母氏名：開発花子
申請地：中城村
居住地：中城村
本籍地：西原町
市街化区域内に土地を所有
  している  していない

申請者父氏名：開発太郎
申請地：中城村
居住地：中城村
本籍地：西原町
市街化区域内に土地を所有
  している  していない



合否

合否

４ 申請地が、既存集落内又は当該既存集落の周辺に位置すること。
確認事項 回答 根拠資料

Q4：申請地は、既存集落内又は当該既存集落
に位置していますか？（以下のいずれかに該
当していますか？）
⑴ 緩和区域（市町村都市計画担当課で確認）
⑵ 建築物の敷地の相互間が50ｍ以内の間隔で
連続し、かつ、その敷地が50以上である区域
⑶  半径100ｍ又は３ha以下の区域において
は、建築物の敷地の相互間が50ｍ以内の間隔
で連続し、かつ、建築物の連たん状況がやむ
を得ないと認められるときは、その敷地が40
以上であること

□左記⑴に該当する
☑左記⑵に該当する
□左記⑶に該当する
□左記のいずれにも該当しない

☑住宅地図等
（建築物の敷地が分か
る地図で、縮尺や50m
の凡例、50戸以上建物
が連たんしていること
等を証明して下さい）

○

□回答根拠を示す図
面、写真等

確認事項 回答 根拠資料

Q3-3：申請者とその配偶者が利用可能な住宅
用建築物を所有していますか？
⑴ Q3-1の根拠資料にて、申請者、配偶者それ
ぞれの申請地、居住地、本籍地における住宅
用建築物の所有状況を回答お願いします
⑵ 申請地、居住地、本籍地以外の他市町村に
ついては、自己の住宅を所有していない旨の
申告書にて、自己申告お願いします
⑶ 住宅用建築物を所有している場合、所有地
を位置図上で示して下さい
⑷ 住宅用建築物にはアパート等の投資用物件
も含みます

申請者氏名：開発一郎
申請地：中城村
居住地：那覇市
本籍地：西原町
住宅用建築物を所有
  している  していない

【左記⑵関連】
☑自己の住宅を所有し
ていない旨の申告書
※運用基準p.217を基
に申請者で作成
☑印鑑証明書
【左記⑶関連】
☑位置図に所有地を示
したもの
※周辺の公共施設、道
路等が分かる縮尺の位
置図

配偶者氏名：開発一子
申請地：中城村
居住地：那覇市
本籍地：西原町
住宅用建築物を所有
  している  していない

対象外

○

－
Q3-4：（Q3-3で住宅用建築物を所有している
場合）当該住宅用建築物において居住するこ
とができない明白な理由はありますか？



合否

合否

所有者1：開発拓也
申請者との続柄：祖父（2親等)
所有期間：昭和20年1月～
       昭和55年6月

６ 申請地が、農地転用の許可を要する場合にあっては、当該許可の見込みがあること。

Q5：申請地は、線引前（昭和49年8月1日の
前）から現在まで、血族三親等の範囲内の者
が所有している土地でしょうか？
⑴ 土地登記簿や閉鎖登記簿で所有者の確認、
戸籍附票等で申請者との続柄の確認、それら
を整理した家系図の作成が必要です
⑵ 家系図には、「昭和49年8月1日以前から現
在までの土地所有者（右記回答に記載頂く所
有者）」「本家」「申請者」「配偶者」等を
入れて下さい
⑶ 申請地が過去に分筆や合筆が行われている
場合、土地の遍歴が分かる整理資料が必要で
す
⑷ 申請地が2筆以上となる場合、1筆毎に当
チェックリストを作成お願いします

申請地1：中城村字当真999番

【法務局で入手】
☑土地登記簿
☑閉鎖登記簿

【市町村担当課】
☑戸籍附票等

【上記を基に申請者で
作成】
☑家系図

☑（左記⑵に該当する
場合）土地の遍歴が分

かる整理資料

○

所有者2：開発太郎
申請者との続柄：父（1親等)
所有期間：昭和55年6月～
       平成2年8月

所有者4：開発一郎
申請者との続柄：本人
所有期間：平成10年8月～
        現在

所有者3：開発花子
申請者との続柄：母（1親等)
所有期間：平成2年8月～
       平成10年8月

確認事項 回答 根拠資料

確認事項 回答 根拠資料

５ 申請地が、線引前から血族三親等の範囲内の者が所有している土地であること。なお、申請者の血族三
親等の範囲内の間で相続、贈与又は売買による所有権の移転があったものについてもこれを認めるものとす
る。なお、土地改良事業等により換地された場合は、換地後の土地を線引き前から所有している土地とみな
す。

○

○

農地転用申請書を
  提出済み  未提出

Q7-2：（上記が許可が必要の場合）農地転用
申請書は提出済みでしょうか？

☑農地転用申請書
の写し

Q7-1：申請地は農地転用の許可が必要でしょ
うか？
⑴ 農業委員会への確認をお願いします

許可が 必要 不要


